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　　 告　　　示
　福岡県告示第1998号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類

路　線　名
変　更
前後別

区　　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

直　方
一般
国道

200号

前
直方市頓野2642番７先から
直方市頓野2642番21先まで

42.0
〜
85.0

191.5

後
直方市頓野2642番７先から
直方市頓野2642番21先まで

42.0
〜
63.0

191.5

　福岡県告示第1999号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。
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2 　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類

路　線　名
変　更
前後別

区　　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

直　方 県　道
室　木 　
下有木 　
若　宮 

線

前
宮若市大字四郎丸658番２先か
ら
宮若市大字芹田414番１先まで

9.0
〜
64.0

1,703.0

前
宮若市大字芹田344番19先から
宮若市大字芹田414番１先まで

22.7
〜
75.0

632.0

後
宮若市大字四郎丸658番２先か
ら
宮若市大字芹田414番１先まで

9.0
〜
64.0

1,703.0

後
宮若市大字四郎丸623番38先か
ら
宮若市大字芹田414番１先まで

14.9
〜
75.0

1,060.0

　福岡県告示第2000号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類

路　線　名
変　更
前後別

区　　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

直　方 県　道
若　宮 　
玄　海 

線

前
宮若市山口719番１先から
宮若市山口771番１先まで

14.2
〜
22.0

44.0

後
宮若市山口719番１先から
宮若市山口771番１先まで

14.2
〜
25.0

49.0

　福岡県告示第2001号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成23年12月14日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

路　線　名 供　用　開　始　の　区　間

直　方
若　宮 　
玄　海 

線
宮若市山口719番１先から
宮若市山口771番１先まで

　福岡県告示第2002号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市星野村字村ノ上14186の３、14186の４

２　保安林として指定された目的

　　水源のかん養

３　解除の理由

　　道路用地とするため

　福岡県告示第2003号

　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規定に基づき、同法附

則第５条第１項の規定による届出があった大規模小売店舗について、変更の届出があっ

たので、同法第６条第３項において準用する同法第５条第３項の規定により次のとおり

公告する。

　なお、当該届出及び添付書類は、この公告の日から４月間、福岡県商工部中小企業振
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興課及び福岡中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　届出年月日

　　平成23年12月１日

２　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　イオンスーパーセンター古賀店

　⑵　所在地　福岡古賀市舞の里三丁目14番12号ほか

３　大規模小売店舗を設置する者の代表者の氏名

変　　更　　前 変　　更　　後

福岡地所株式会社
代表取締役　八木　聖二

福岡地所株式会社
代表取締役　石井　歓

　福岡県告示第2004号

　県営土地改良事業計画を変更したので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条

の３第６項において準用する同法第87条第５項の規定により公告し、その関係書類を次

のように縦覧に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

縦覧に供する書類 縦覧期間 縦覧場所

県営筑前地区土地改良（暗渠排水)事業
変更計画書の写し

平成23年12月14日から
平成24年１月19日まで

筑前町役場

　福岡県告示第2005号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次のように道路の区

域を変更する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

道路の
種　類

路　線　名
変　更
前後別

区　　　　　間 幅　員
（メートル）

延　長
（メートル）

久留米 県　道
吹　上 　
北　野 

線

前
小郡市干潟2147番２先から
小郡市干潟2430番１先まで

10.9
〜
11.4

64.0

後
小郡市干潟2147番２先から
小郡市干潟2430番１先まで

10.9
〜
42.8

64.0

　福岡県告示第2006号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を平

成23年12月14日から開始する。

　その関係図面は、この告示の日から２週間、関係県土整備事務所において一般の縦覧

に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

県土整備
事務所名

路　線　名 供　用　開　始　の　区　間

久留米
吹　上 　
北　野 

線
小郡市干潟2147番２先から
小郡市干潟2430番１先まで

　福岡県告示第2007号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成23年11月17日

２　申請に係る特定非営利活動法人
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4 　⑴　名称

　　　特定非営利活動法人リンパメディカルセラピー協会

　⑵　代表者の氏名

　　　古賀　玲子

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県福岡市博多区博多駅前３丁目30番15−803号

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、男性、女性を問わず心身の癒しを求める者に対する、予防医学、代

替医療としての、リンパセラピーに関する正しい知識と技術の普及、啓発、調査研

究、技術の提供、並びに専門技術者の育成と支援に関する事業を行い、健やかでよ

りよい生活環境形成を積極的に推進し、より明るく活力ある社会の実現に寄与する

ことを目的とする。

　福岡県告示第2008号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成23年11月10日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　NPO法人　スポーツ＆身体活動教育団体　CLUB　K

　⑵　代表者の氏名

　　　白石　健太

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県嘉麻市山野1987番地40

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、幼児・児童・生徒・地域一般人に対して、スポーツ・運動・芸術・

文化の指導・普及・振興に関する事業を行い、子どもの体力・学力の向上・人格の

形成・地域のスポーツ事業の発展・社会教育団体の活性化に寄与することを目的と

する。

　福岡県告示第2009号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成23年11月24日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　特定非営利活動法人ＨＭ自立支援協会

　⑵　代表者の氏名

　　　浅井　司朗

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県北九州市小倉北区宇佐町１丁目12番18号

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、視覚障碍者に対して、訪問マッサージの技術の向上等の教育・訓練

及び仕事場の確保に関する事業を行い、障碍者の職業能力の開発及び雇用の安定化

に寄与することを目的とする。また高齢者等の施設訪問、管理及びコンサルティン

グの相談及び行政への働きかけ等を行い、訪問マッサージを必要とする高齢者等に

適切な施術が行えるようにすることを目的とする。

　福岡県告示第2010号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非
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営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成23年11月19日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　NPO法人　あゆみの森共同保育園

　⑵　代表者の氏名

　　　小林　陸生

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県北九州市八幡西区鳴水町５番22号

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、乳幼児、学童とその親に対して、成長に必要な「豊かな自然」「五

感を使った遊び」「しなやかな身体と心を育む時間と集団」を提供する保育の実践

・研究及びその普及、「親育ち・共育ち」のできる環境の提供等子育て支援に関す

る事業を行ない、次代を担う子ども達の心身の健全な育成及び地域社会全体におけ

る福祉増進に寄与することを目的とする。

　福岡県告示第2011号

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規定に基づき、特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので、同条第２項の規定により次のとおり公告す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請のあった年月日

　　平成23年11月22日

２　申請に係る特定非営利活動法人

　⑴　名称

　　　特定非営利活動法人北九州若者文化会議

　⑵　代表者の氏名

　　　吉崎　修司

　⑶　主たる事務所の所在地

　　　福岡県北九州市小倉北区熊本四丁目２番26号

　⑷　定款に記載された目的

　　　この法人は、祭事、芸能及び伝統文化等を担っている地域住民及び留学生等に対

して、相互扶助、情報交換、文化の承継、それらの活動への支援および文化的交流

に関する事業を行い、地域の魅力あふれる文化的なまちづくりと地域社会の活性化

および地域住民、特に文化的活動を担ってきた高齢者や将来に向かって担うべき若

者、異なる文化を持つ留学生等の支援並びに伝統的・国際的文化交流に寄与するこ

とを目的とする。

　福岡県告示第2012号

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　糸島市荻浦字五反間571番３、575番１、575番16及び575番17並びに道路・水路であ

る市有地の全部

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市早良区南庄２丁目９番12号

　　株式会社　大建

　　代表取締役　松尾　憲親

福岡県告示第2013号

　瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和48年法律第110号）第５条第１項及び第８条第１
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6 項の規定に基づく特定施設の設置及び構造等の変更の許可の申請があったので、同法第

５条第４項（同法第８条第３項において準用する場合を含む。）の規定によりその概要

を次のように告示する。

　当該特定施設を設置すること及び当該特定施設の構造等を変更することが環境に及ぼ

す影響についての調査の結果に基づく事前評価に関する事項を記載した書面は、平成23

年12月14日から24年１月４日までの間、福岡県環境部環境保全課及び苅田町民生部環境

保全課において公衆の縦覧に供する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　申請者の住所、名称及び代表者の氏名

　　住　　　　所　　福岡県京都郡苅田町大字新津1598番地

　　名　　　　称　　社会医療法人陽明会

　　代表者の氏名　　理事長　川内　彰

２　事業場の所在地及び名称

　　所　在　地　　福岡県京都郡苅田町大字新津1598番地

　　名　　　　称　　社会医療法人陽明会　小波瀬病院

３　設置しようとする特定施設に関する事項

種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第
188号）別表第１の72に掲げる施設（し尿
処理施設）

能 力 　1,058人槽　141㎥/日

工 事 着 手 予 定 年 月 日 　許可日以降

工 事 完 成 予 定 年 月 日 　平成24年3月30日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 　平成24年5月１日

使 用 時 間 の 間 隔 及 び １
日 当 た り の 使 用 時 間

　24時間

使 用 時 間 の 季 節 的 変 動 の 概 要 　なし

特定施設
の使用時
において
当該特定
施設から
排出され
る汚水等
の汚染状
態の通常
の値及び
最大の値

項　　　　　　目 通　　常 最　　大

水 素 イ オ ン 濃 度 5.8～8.6

生物化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 8 10

化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 15 20

浮 遊 物 質 量（㎎／ℓ） 15 20

窒 素 含 有 量（㎎／ℓ） 15 20

り ん 含 有 量（㎎／ℓ） 2 3

大 腸 菌 群 数（個／㎤） 2,100 3,000

汚 　 水 　 量（㎥／日） 99 141

４　設置しようとする特定施設から排出される汚水等の処理に関する事項

種 　 　 　 　 　 　 　 類 　合併処理槽

型 　 　 　 　 　 　 　 式 　クボタ液中膜システムBOD型

構 　 　 　 　 　 　 　 造 　RC構造

主 　 　 要 　 　 寸 　 　 法 　9.58ｍ×11.08ｍ×5.6m

能 　 　 　 　 　 　 　 力 　1,058人槽　141㎥／日

処 　 　 理 　 　 方 　 　 式 　膜分離活性汚泥方式

工  事  着  手  予  定  年  月  日 　許可日以降

工  事  完  成  予  定  年  月  日 　平成24年3月30日

使  用  開  始  予  定  年  月  日 　平成24年5月１日

使 用 時 間 の 間 隔 及 び １
日 当 た り の 使 用 時 間

　24時間

使 用 時 間 の 季 節 的 変 動 の 概 要 　なし
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汚水等の処
理施設の使
用時におけ
る当該汚水
等の処理施
設による処
理前及び処
理後の汚水
等の汚染状
態の通常の
値及び最大
の値

項　　　目
処　理　前 処　理　後

通　常 最　大 通　常 最　大

水 素 イ オ ン 濃 度 5.8～8.6

生物化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 260 320 8 10

化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 100 150 15 20

浮 遊 物 質 量（㎎／ℓ） 200 250 15 20

窒 素 含 有 量（㎎／ℓ） 30 40 15 20

り ん 含 有 量（㎎／ℓ） 6 8 2 3

大 腸 菌 群 数（個／㎤） − − 2,100 3,000

汚 　 水 　 量（㎥／日） 99 141 99 141

５　排出水の汚染状態及び量に関する事項

事業場から排出される排出水の排水口 排水口

当該排水口
における汚
染状態の通
常の値及び
最大の値

項　　　目 通　常 最　大

水 素 イ オ ン 濃 度 5.8～8.6

生物化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 8 10

化学的酸素要求量（㎎／ℓ） 15 20

浮 遊 物 質 量（㎎／ℓ） 15 20

窒 素 含 有 量（㎎／ℓ） 15 20

り ん 含 有 量（㎎／ℓ） 2 3

大 腸 菌 群 数（個／㎤） 2,100 3,000

排　出　水　量（㎥／日） 99 141

　福岡県告示第2014号

　土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の２第３項において準用する同法第53条

の２の３第１項の規定に基づき、県営土地改良事業元松原地区において樹立する換地計

画に関し、次の従前の土地は、換地を定めない土地として指定したので、同条第２項に

おいて準用する同法第53条の２第３項の規定により公告する。	 　　　

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

　従前の土地の表示

市町村 大字 字 地番 地目 地積（平方メートル）

岡垣町 吉木 野添 79番 田 2119のうち16

岡垣町 吉木 野添 63番 田 1456のうち17

岡垣町 吉木 野添 72番１ 田 1604のうち34

岡垣町 吉木 今橋 808番 田 1713のうち12

岡垣町 吉木 新兵衛ノ下 2390番１ 田 397のうち23

岡垣町 吉木 新貝 2308番 田 1379のうち16

岡垣町 吉木 砥石面 120番 田 1168のうち19

岡垣町 吉木 上牟田 852番１ 田 830のうち７

岡垣町 吉木 江頭 777番１ 田 1251のうち86

岡垣町 吉木 合割 2344番 田 1453のうち401

岡垣町 吉木 今橋 812番１ 田 2535のうち842

岡垣町 吉木 江頭 779番１ 田 782のうち43

岡垣町 吉木 野添 75番１ 田 468のうち２

岡垣町 吉木 新貝 2299番 田 598のうち26

岡垣町 吉木 合割 2346番１ 田 925のうち34

岡垣町 吉木 野添 81番 田 1903のうち130

岡垣町 吉木 野添 69番１ 田 940のうち47

岡垣町 吉木 野添 78番１ 田 656のうち27

岡垣町 吉木 新貝 2311番 田 861のうち183

岡垣町 吉木 天神 877番 田 1586のうち７
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岡垣町 吉木 野添 39番 田 1018のうち244

岡垣町 吉木 上牟田 839番 田 265のうち１

岡垣町 吉木 上牟田 840番 田 689のうち３

岡垣町 吉木 野添 68番１ 田 849のうち173

岡垣町 吉木 野添 70番 田 453のうち164

岡垣町 吉木 合割 2326番１ 田 828のうち166

岡垣町 吉木 野添 54番１ 田 1090のうち337

岡垣町 吉木 野添 33番 田 1580のうち230

岡垣町 吉木 合割 2348番 田 671のうち157

岡垣町 吉木 野添 51番１ 田 390のうち280

岡垣町 吉木 中牟田 315番１ 田 1459のうち192

岡垣町 吉木 中牟田 347番１ 田 1357のうち93

岡垣町 吉木 中牟田 329番４ 田 17

岡垣町 吉木 中牟田 306番１ 田 923のうち825

岡垣町 吉木 合割 2355番 田 323のうち219

岡垣町 吉木 新兵衛ノ下 2393番１ 田 1719のうち55

岡垣町 吉木 新貝 2317番 田 759のうち52

岡垣町 吉木 野添 56番 田 787のうち39

岡垣町 吉木 野添 27番１ 田 128

岡垣町 吉木 野添 28番１ 田 2410のうち46

岡垣町 吉木 新貝 2314番１ 田 334のうち237

岡垣町 吉木 江頭 79４番 田 1219のうち11

岡垣町 吉木 合割 2338番 田 785のうち100

岡垣町 吉木 新貝 2306番 田 624のうち38

岡垣町 吉木 新貝 2310番 田 877のうち１

岡垣町 吉木 中牟田 309番１ 田 349

岡垣町 吉木 中牟田 326番４ 田 363

岡垣町 吉木 中牟田 311番 田 549のうち152

　　 公　　　告
　公告

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「法」という。）

第19条の３の規定に基づき、行政処分を行ったので、福岡県産業廃棄物の不適正処理の

防止に関する条例（平成14年福岡県条例第80号）第20条第２項の規定により次のとおり

公表する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分を受けた事業者

　⑴　名称

　　　起産業有限会社

　⑵　所在地

　　　福岡県豊前市大字宇島213番地

　⑶　代表者

　　　代表取締役　崔　起明

２　行政処分の内容

　　改善命令

３　処分の年月日

　　平成23年11月29日

４　処分の理由

　　法第12条第１項の規定により適用される産業廃棄物処理基準に適合しない産業廃棄

物の保管を行っていることが、法第19条の３第２号の規定に該当するため。
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　　 選挙管理委員会
　福岡県選挙管理委員会告示第132号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり

告示する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受　付　期　間　　平成23年８月１日〜８月31日

　⑴　政党の支部

　　国会議員関係政治団体以外の政党の支部

政治団体の名称 代表者名 会計責任者名 主たる事務所の所在地
一以上の市区町村等の区
域を単位として設けられ
る支部

届出年月日

自由民主党春日市支部 友 　 葊 　 英 　 司 坂　本　靖　男 春日市岡本１−126 ○ 平成23年８月29日

自由民主党宗像市支部 平 　 川 　 恒 　 男 石　松　茂　昭 宗像市東郷５−５−１ ○ 平成23年８月５日

　（２団体）

　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　　国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者名 会計責任者名 主たる事務所の所在地 届出年月日

林たけのり後援会 林 　 　 　 安 　 重 林　　　恵衣子 三井郡大刀洗町大字菅野330−４ハサコハイツ102 平成23年８月26日

平田のぶまさ後援会 青 　 木 　 康 　 雄 青　木　義　雄 三井郡大刀洗町大字上高橋1140−１ 平成23年８月10日

　（２団体）

　福岡県選挙管理委員会告示第133号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定に基づき、次の政治団体から

届出事項の異動届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告示

する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受　付　期　間　　平成23年８月１日〜８月31日
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政　治　団　体　の　名　称 異　動　事　項
内　　　　　　容

異動年月日 届出年月日
新 旧

自 由 民 主 党 大 牟 田 支 部 代 表 者 田 　 中 　 秀 　 子 高 　 岡 　 　 　 新 平成23年６月18日 平成23年８月11日

　（１団体）

　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）	

政　治　団　体　の　名　称 異　動　事　項
内　　　　　　容

異動年月日 届出年月日
新 旧

お か べ 透 後 援 会 代 表 者 福 　 永 　 　 　 實 佐 　 藤 　 正 　 春 平成23年３月１日 平成23年８月23日

福 岡 を 元 氣 に す る 会 主 た る 事 務 所 の 所 在 地
福岡市西区今宿１−４−24　楢崎ビ
ル204号

福岡市西区生の松原２−１−55　ポ
ラリス下山門ｖ205号

平成23年６月15日 平成23年８月12日

　（２団体）

　福岡県選挙管理委員会告示第134号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体解散届

があったので、同法第17条第３項の規定により次のとおり告示する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受　付　期　間　平成23年８月１日〜８月31日

　（政党の支部）

政　治　団　体　の　名　称 解散年月日 届出年月日

自 由 民 主 党 福 岡 県 柳 川 市 第 一 支 部 平成23年８月31日 平成23年８月31日

　（１団体）

　（政党以外のその他の政治団体）

政 治 団 体 の 名 称 解散年月日 届出年月日

黒 木 あ つ し 後 援 会 平成23年７月31日 平成23年８月３日

清 朋 会 平成23年８月23日 平成23年８月25日

谷 口 重 隆 後 援 会 平成23年８月29日 平成23年８月29日

谷 口 武 雄 後 援 会 平成23年８月15日 平成23年８月20日

手 塚 隆 行 後 援 会 平成23年８月22日 平成23年８月23日

直 方 市 民 の 1 0 0 0 人 委 員 会 平成23年８月15日 平成23年８月22日

野 下 昭 宣 県 政 研 究 会 平成23年８月15日 平成23年８月22日

の げ 昭 宣 後 援 会 平成23年８月15日 平成23年８月22日

ほ り 正 文 後 援 会 平成22年３月１日 平成23年８月10日

　（９団体）
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　福岡県選挙管理委員会告示第135号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体届

出事項の異動届があったので、同法第19条の２第１項の規定により次のとおり告示す

る。

　　平成23年12月14日

� 福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受　付　期　間　平成23年８月１日〜８月31日

資金管理団体届出
事項の異動の届出
をした者の氏名

公職の種類 資金管理団体の名称 異 動 事 項
内　　　　容

異動年月日 届出年月日
新 旧

仁戸田　元　氣 福 岡 県 議 会 議 員 福岡を元氣にする会 主たる事務所の所在地
福岡市西区今宿１−４−24
　楢崎ビル204号

福岡市西区生の松原２−１
−55　ポラリス下山門v205
号

平成23年６月15日 平成23年８月12日

　（１団体）

　福岡県選挙管理委員会告示第136号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体指

定取消届があったので、同法第19条の２第１項の規定により次のとおり告示する。

　　平成23年12月14日

� 福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受　付　期　間　平成23年８月１日〜８月31日

　法第19条第３項第１号による届出

資金管理団体の指定の取消しの届出
をした者の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 代表者の氏名 取消年月日 届出年月日

麻  生    　 渡 福 岡 県 知 事 清 朋 会 麻  生    　 渡 平成23年８月23日 平成23年８月25日

谷  口 　 武  雄 川 崎 町 議 会 議 員 谷 口 武 雄 後 援 会 谷  口 　 武  雄 平成23年８月20日 平成23年８月20日

手  塚 　 隆  行 大 野 城 市 議 会 議 員 手 塚 隆 行 後 援 会 手  塚 　 隆  行 平成23年８月22日 平成23年８月23日

仲  野 　 照  明 直 方 市 議 会 議 員 仲 野 照 明 後 援 会 仲  野 　 照  明 平成22年12月31日 平成23年８月４日

野  下 　 昭  宣 福 岡 県 議 会 議 員 の げ 昭 宣 後 援 会 野  下 　 昭  宣 平成23年８月15日 平成23年８月22日

　（５団体）


